H25.4.1現在

工場立地法に基づく届出について　　　　　　　　

工場立地法とは
　この法律は、工場立地が、環境保全を図りつつ適正に行われるよう定められたものであり、一定規模を超える工場を新設・変更する事業者に届出義務を課すものです。該当する場合は、市に届出が必要です。

対象となる工場
【業種】
製造業（物品の加工修理業を含む）、電気・ガス、熱供給業（水力・地熱発電所を除く） 

【規模】
敷地面積9,000㎡以上　又は　建築面積3,000㎡以上 

※設置（借地に設置する場合も含む。）しようとする工場用地（埋立予定地を含む。）が1,000㎡以上の場合、「工業立地の適正化に関する条例」により届出書および附属説明書の提出が必要です。
工場等の建設にあたっての基準 （工場立地法準則）
【生産施設面積率】
敷地面積の30％～75％以下 （業種による）
　生産施設面積率一覧表

【緑地面積率】
敷地面積の20％以上

※建築物等の施設に設けられる緑地（以下「屋上緑地等」という）についても、工場立地法の緑地として認められます。ただし、屋上緑地等については、設置が義務づけられている緑地面積の25％（敷地面積の5%）以内に限ります。

※環境施設以外の施設と重複する緑地についても、設置が義務づけられている緑地面積の25％（敷地面積の5%）以内に限り緑地として認められます。

【環境施設面積率】
敷地面積の25％以上

※環境施設 → 緑地、屋内外運動場、広場、噴水、企業博物館、雨水浸透施設、太陽光発電施設等
※環境施設面積のうち、敷地面積の15％以上は敷地の周辺部に配置

（注）既存工場（昭和49 年6 月28 日以前に設置された工場）について、特例措置あり
届出が必要となる場合
【新設届】

特定工場（工場立地法の対象となる工場）の新設を行う場合　
増設等により特定工場の規模に該当する場合

【変更届】

特定工場の増設、スクラップアンドビルド（既存部門を整理し、新たな部門を設ける）等の変更を行う場合
敷地面積が増減する場合（借地を含む）
生産施設の面積が増加する場合
緑地および、その他の環境施設の撤去、配置換え等行う場合
製品の変更を行う場合

【氏名（名称、住所）変更届】
届出者の氏名、住所の変更、工場の名称、所在地が変更になる場合

（代表者の変更に伴って提出する必要はありません。）

【承継届】

工場の譲り受け、合併等により特定工場の継承があった場合
（承継届での処理は包括承継のみ。生産品目、施設の変更を伴う場合は新設届）

【廃止届】

特定工場を廃止する場合
届出時期
工場新設、又は法第8条に基づく変更を行う場合は、工事着工の90日前（短縮申請を行う場合は、30日前）までに、それ以外の変更（特定工場の氏名等の変更、承継、廃止）を行う場合は、事態発生後遅滞なく市まで届出を提出してください。

届出書類 
【既存工場（単一業種）】※既存工場とは、昭和49 年6 月28 日以前に設置された工場のこと。

　　届出の概要、単一業種の既存工場の準則計算表、変更の経過及び準則計算の数値表

【既存工場（兼業）】

　　届出の概要、兼業の既存工場の準則計算表、変更の経過及び準則計算の数値表

【新設工場】　※新設工場とは、昭和49 年6 月28 日以降に設置された工場のこと。

　　届出の概要、新設工場の準則計算表、変更の経過及び準則計算の数値表

【既存・新設工場共通】

＜新設又は変更＞

	No
	届出書類
	新設
	変更

	１
	特定工場（変更）届出書（一般用）（様式第1）
	◎
	◎

	１’
	特定工場新設（変更）届出及び実施制限期間の短縮申請書（一般用）（様式B）
	
	

	２
	特定工場における生産施設の面積（別紙1）
	◎
	※○

	３
	特定工場における緑地及び環境施設の面積及び配置（別紙2）
	◎
	※○

	４
	工業団地の面積並びに工業団地共通施設の面積及び配置（別紙3）
	△
	△

	５
	隣接緑地等の面積及び配置並びに負担総額及び届出者が負担する費用(別紙4)
	△
	△

	６
	事業概要説明書（様式例第1）
	◎
	※○

	７
	生産施設、緑地、緑地以外の環境施設、その他の主要施設の配置図（様式例第2）
	◎
	※○

	８
	特定工場用地利用状況説明書（様式例第3）
	◎
	◎

	９
	特定工場の新設等のための工事の日程（様式例第4）
	◎
	◎

	１０
	施設利用実績説明書（別紙）
	☆
	☆

	１１
	工業立地の適正化に関する条例に基づく届出様式
	◎
	◎

	１２
	工場設置届出附属説明書
	◎
	◎


《注１》

　◎・・・提出することが必要な書類

　○・・・変更事項により提出することが必要な書類

　△・・・特定工場の設置場所が工業団地又は工業集合地に属する場合に提出する書類

　☆・・・該当する場合のみ提出する書類

《注２》

　一部改正法附則第３条第１項による変更の届出（既存工場の変更の届出）を行う場合は、上表の変更欄で※のついた書類も必ず提出してください。

《注３》

　特定工場新設（変更）届出と併せて実施制限期間の短縮の申請を行う場合は、No.１（様式第1）にかえてNo.１’（様式B）を提出してください。

《注４》

　環境施設のうち屋内運動又は教養文化施設、雨水浸透施設がある場合は、周辺地域の生活環境の改善に寄与することを具体的に説明した書類等を添付してください。

＜氏名（名称、住所）変更＞

　氏名（名称、住所）変更届出書

＜承継＞

　特定工場継承届出書

＜廃止＞

　特定工場廃止届書

＜始末書・経過概要書＞
　始末書・経過概要書

届出書類の作成方法

【用紙の大きさ】

　図面、表等やむを得ないものを除き、日本工業規格Ａ4としてください。

【書類の綴じ方】

　＜新設又は変更＞の項で掲げた順序（No1～No12）のとおりに綴じてください。

　※No12、図表及び表などは綴じ込まずに、最後に封筒を綴じてその中に挿入してください。

提出先及び提出部数

【提出先】

宝塚市役所商工勤労課　〒665-8665　宝塚市東洋町1-1　TEL0797-77-2011　FAX0797-77-2171

【提出部数】正本１部、副本１部提出してください。副本は受領印押印後、控えとしてお返しします。

【届出書（控）の保存】

　新設・変更の届出は次回変更届出書作成の際必要となります。責任をもって保存してください。

